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（趣旨）
第1条　この要綱は、新型コロナウイルス感染拡大防止のための事業者支援金（以下「支援金」という。）の交付にあたり、必要な事項を定めるものとする。

（目的）
第2条　大島町の中小企業及び個人事業主（以下「事業者」という。）においては、新型コロナウイルス感染拡大防止のために様々な対策を講じながら事業を継続しているが、事業収入（売上）の減少が見受けられる。本要綱は、事業収入（売上）が減少した事業者に対する支援をおこなうことで、新型コロナウイルス感染拡大防止と大島町商工業持続の両立を図ることを目的とする。

（対象者要件）
第3条　次の各号の全ての要件を満たす事業者を対象とする。
（1）大島町内に主たる事業所又は従たる事業所を有し、かつ中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第2条に規定する中小企業及び個人事業主で、大企業が実質的に経営に参画していない。
（2）町税等公金の滞納が無い。
（3）申請事業者の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等が東京都暴力団排除条例第2条第2号に規定する暴力団、同条第3号に規定する暴力団員又は同条第4号に規定する暴力団関係者に該当せず、かつ、将来にわたっても該当しない。また、上記の暴力団、暴力団員及び暴力団関係者が、申請事業者の経営に参画していない。

（支援金の額）
第4条　交付する支援金の額は、減少額と別表1の限度額の何れか低い額とする。ただし、千円未満の端数があるときは、切り捨てるものとする。
2　減少額は、前年同期（基本月1月から3月）との比較における事業収入（売上）の差額とする。ただし、事業収入（売上）の減少が30％以上ある月がひと月以上あること。
3　前年同期との比較が出来ない場合は、影響月以前の最高収入（売上）月との比較における事業収入（売上）の減少額とする。ただし、事業収入（売上）の減少が30％以上ある月がひと月以上あること。
4　国や東京都の各支援金、協力金の受給事業者にあっては、その受給額を減少額から控除する。

（申請の方法）
第5条　支援金の交付を申請する者（以下「申請者」という。）は、町長に対し、次の各号の全ての必要な書類を令和3年5月31日までに提出しなければならない。
（1）新型コロナウイルス感染拡大防止のための事業者支援金交付申請書（様式第1号）
（2）新型コロナウイルス感染拡大防止のための事業者支援金計算書（別紙1）
（3）誓約書（別紙2）
(4) 同意書（別紙3）
（5）支払金口座振替依頼書（別紙4）
（6）事業収入（売上）が減少したことを証明できる書類（帳簿、確定申告書の写し等）
（7）町税納税証明書

（交付決定）
第6条　町長は申請書の提出を受けたときは、速やかにその内容を審査の上、交付の可否を決定し、その結果を新型コロナウイルス感染拡大防止のための事業者支援金交付・不交付決定通知書（様式第2号）により申請者に通知するものとする。

（支援金の返還）
第7条　町長は、申請者が、偽りその他不正の手段により、支援金を受けたと認めたときは支援金の決定を取り消し、支援金を返還させることができるものとする。

（委任）
第8条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。


附　則
この要綱は、令和3年4月1日から施行する。


　別表１
	業　種
	事業規模
	限度額
	その他

	宿泊事業者
	収容人数４０人以上
	５０万円
	１事業所につき

	
	収容人数３９人以下
	３０万円
	１事業所につき

	その他事業者
	－
	２０万円
	１事業所につき






